
1 

 

  

独立行政法人交通安全環境研究所 

第 3期中期目標 

 

（まえがき） 

 我が国においては依然として多くの人命が自動車事故によって奪われていると

ともに、鉄軌道輸送については一たび事故が発生すると甚大な被害を生ずるおそ

れがあることから、陸上交通等についての更なる安全対策の拡充・強化が必要で

ある。また、環境問題については、大気汚染については依然として更なる改善が

必要な地域もあり、2020年までに地球温暖化ガスの国内全排出量を90年比で25%削

減するといった目標が示されるなど地球温暖化対策も喫緊の課題となっている。 

 このような状況の中、独立行政法人交通安全環境研究所（以下「研究所」とい

う｡）は、「民間にできることは民間に委ねる」との行政改革の考え方に沿い、大

学等で行うべき学術的な研究や民問で行われている開発研究は実施せず、自動車

及び鉄道等の安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保に係る基

準の策定等に必要な技術的な知見を適切に国及び国民に提供することとする。こ

のため、行政が参画する研究課題選定・評価会議によって選定された研究課題を

実施することにより研究の重点化を図ることとする。 

 自動車等の型式審査業務については、上記の政策課題の解決に向け、自動車等

の型式審査の確実かつ効率的な実施を通じ、基準不適合車の生産・流通を未然に

防止し、自動車に係る国民の安全・安心の確保及び環境の保全に引き続き貢献す

ることとする。また、高度化・複雑化する自動車の新技術等や新たな国際枠組み

に確実に対応し、「新成長戦略」（平成２２年６月１８日閣議決定）に基づく我

が国技術の海外展開支援として企業がより活動しやすい環境を作り出していくた

め、業務実施体制の更なる強化を進めることとする。 

 リコール技術検証については、自動車ユーザー等の一層の安全と安心につなげ

るため、不具合の原因が設計又は製作の過程にあるかの技術的な検証を通じ、リ

コールの迅速かつ確実な実施を促進する。また、高度化・複雑化する自動車の新

技術や不具合への対応、また、ユーザー目線に立った迅速かつ確実な対応等を行

うため、業務実施体制の更なる強化を進めることとする。 

 自動車の基準認証国際調和活動や鉄道の国際標準化活動等については、「新成

長戦略」（平成２２年６月１８日閣議決定）に基づく我が国技術の海外展開支援

として企業がより活動しやすい環境づくりや、「知的財産推進計画２０１０」

（平成２２年５月２１日知的財産戦略本部決定）に基づく次世代自動車や鉄道の
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分野における国際標準化等の戦略的推進に対する社会的要請が高まっていること

を踏まえ、研究成果や技術評価・審査の知見を活用して、我が国技術に係る国際

基準・試験方法、国際規格等のより積極的な提案や、鉄道の国際規格への適合性

評価等を行うための体制整備を進めていくこととする。 

 現在、独立行政法人自動車事故対策機構で実施している自動車アセスメント事

業について、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１

２月７日閣議決定）を踏まえた移管及びかかる体制整備の検討を行うに当たって

は、国土交通省及び関係機関と連携し、交通安全環境研究所の人員や知見を最大

限活用しつつ、事業の質の維持・改善、事業全体の効率化、トータルコスト削減

につながる実施手法・体制を検討することとする。 

 研究所は、限られた資源の中で我が国の陸上運送に関する安全の確保に貢献す

る等国土交通政策に係るその任務を的確に遂行すべく、研究、審査及びリコール

部門の連携を強化し各業務の質及び効率性の向上を図るとともに、内部統制の徹

底等を図る。また独立行政法人制度の趣旨を十分に踏まえ、自立性、自発性及び

透明性を備え、業務をより効率的かつ効果的に行う。 

 

Ⅰ 中期目標の期間 

 中期目標の期間は、平成２３年度から平成２７年度までの５年間とする。 

 

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１．質の高い研究成果の創出 

 (1)国土交通政策への貢献 

  研究業務について、国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に

反映するための研究などに引き続き特化し、重点化を図ること。 

   大学等で行うべき学術的研究や民間で行われている開発研究は実施せず、

行政が参画する研究課題選定・評価会議等において、自動車、鉄道等の安全の

確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保に係る基準の策定等に資す

るとされた調査及び研究に限定して業務を実施することにより、引き続き研究

の重点化を図ること。なお、国土交通省所管の独立行政法人及び関連する研究

機関の業務の在り方の検討については、今後の独立行政法人全体の見直しの議

論を通じ、適切に対応すること。 

上記観点から以下のような課題に取り組むこと。 

① 自動車に関わる安全・安心の確保 

 高度化、複雑化する新技術に対応した将来安全基準・技術評価手法の開発、運



3 

 

転者や歩行者の視点に立った自動車の安全についての研究等を通じ、自動車交通

の安全リスク低減及び安全・安心社会の実現に貢献すること。 

(ⅰ) 交通事故分析、効果評価を通じた効果的対策の検討 

(ⅱ) 更なる被害軽減・衝突安全対策の検討 

(ⅲ) 更なる予防安全対策の検討 

(ⅳ) 高電圧・大容量蓄電装置、電子制御装置等の安全性評価 

② 自動車に関わる地域環境問題の改善 

 環境基準未達成地点を中心とした地域環境課題の解決、高度化・複雑化する

環境規制、環境技術への対応等の観点から、基準策定、試験方法の改善等のた

めの研究を実施し、自動車による公害の防止に貢献する。 

(ⅰ)排出ガスに係る将来規制の検討、評価法・試験法の更なる改善等 

 (ⅱ) 騒音に係る将来規制の検討、評価法・試験法の改善等 

③ 自動車に関わる地球温暖化の防止、総合環境負荷の低減、省エネルギーの推

進、エネルギー源の多様化への対応 

  自動車に関わる地球温暖化の防止、総合環境負荷の低減、省エネルギーの推進、

エネルギー源の多様化等に関する課題分析と施策提言を行う観点から、燃費基準

の高度化、公共交通や物流を支える大型車の共通基盤技術の開発実用化、環境に

優しい交通行動・車種選択や総合環境負荷の低減に資する研究を実施すること。

また、我が国技術の海外展開支援として企業がより活動しやすい環境づくり、次

世代自動車等の分野における国際標準化の戦略的推進等の観点から、先駆的環境

技術に関する国際調和試験方法等の提案等に資する研究を推進すること。 

 (ⅰ) 将来の交通社会に向けた政策提言と課題分析、基準策定、技術評価等を

通じた省エネルギー・地球温暖化ガス排出削減政策、環境負荷の低いバイオ

燃料の普及環境整備への貢献 

(ⅱ) 国民の環境に優しい交通行動・車種選択や総合環境負荷の低減に資する

研究の実施 

④ 鉄道等に関わる安全・安心の確保、環境の保全、地球温暖化の防止、省エネ

ルギーの推進、エネルギー問題への貢献 

   事故原因の究明及び省コストで安全性の高い事故防止策の検討、鉄軌道の車

両、設備、運行計画に係る評価、低環境負荷交通システムの普及加速を通じたモ

ーダルシフトの促進等を通じ、鉄道等に係る国民の安全・安心の確保、環境の保

全等に貢献する。 

(ⅰ)事故原因の究明及び防止対策 

(ⅱ)軌道系交通システムに関する安全の確保、環境の保全に係る評価 
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(ⅲ)低環境負荷交通システムの高度化を中心とするモーダルシフトの促進 

⑤ 陸上交通の安全・環境に係る分野横断的課題等への対応 

(2)質の高い研究成果の創出と当該成果の確実な活用による国土交通政策の立案・

実施支援（基準や施策への反映を通じた研究成果の社会還元） 

研究成果を活用した施策提言、産官学連携による技術開発、検討会への参画等

を通じ、国の施策立案への貢献及び研究成果の社会還元に努めること。また、上

記目的の達成と併せ、研究成果の普及、活用促進を図り、広く科学技術に関する

活動に貢献すること。 

 

２．自動車等の審査業務の確実な実施 

 自動車等審査の確実かつ効率的な実施を通じ、基準不適合車の生産・流通を未

然に防止し、自動車に係る国民の安全・安心の確保及び環境の保全に引き続き貢

献すること。また、高度化・複雑化する自動車の新技術等や新たな国際枠組みに

確実に対応し、「新成長戦略」（平成２２年６月１８日閣議決定）に基づく我が

国技術の海外展開支援等の観点から企業がより国際的な活動をしやすい環境を作

り出していくため、業務実施体制の更なる強化を進めること。 

 

(1)審査体制の整備 

自動車等の保安基準適合性の審査を確実かつ効率的に実施するため、適切な審

査体制の保持・整備に努めること 

 

(2)審査結果及びリコールに係る技術的検証結果等の審査方法への反映 

審査業務及びリコール検証業務等を通じて得た知見等を活用し、審査能力の向

上を図ること。 

 

(3)申請者の利便性向上 

申請者のニーズを的確に把握し、申請者の利便性の向上を図るための改善を行

うこと。 

 

(4)技術職員の育成・配置、技術力の蓄積等 

①職員の専門性の向上等を図るため、最適な人材の採用・配置及び研修システム

の充実を図ること。 

②職員の評価制度を適切に運用し、職員の意欲向上を図ること。 

③研究部門との連携強化により、新技術に対する安全・環境評価及び審査方法に
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ついての技術水準の向上を図ること。 

 

(5)自動車の新技術や新たな国際枠組みへの確実な対応のための実施体制の強化 

 高度化・複雑化する自動車の新技術等への対応や、現在国連自動車基準調和世

界フォーラムで審議中の車両型式認証に係る新たな国際相互承認制度への対応等

を確実に行うための審査実施体制の段階的な強化策について、国土交通省と連携

して検討を行うこと。 

 また、検討に当たっては、技術スタッフの増強や施設整備を行うだけではなく、

所内研究部門の有する知見や、自動車検査業務を行っている自動車検査独立行政

法人の人員やノウハウ等の活用を含め、業務の効率化を見据えた実施体制を検討

すること。 

 

３．自動車のリコールに係る技術的検証の実施 

 自動車ユーザー等の一層の安全と安心につなげるため、不具合の原因が設計又

は製作の過程にあるかの技術的な検証を通じ、リコールの迅速かつ確実な実施を

促進すること。 

 また、高度化・複雑化する自動車の新技術や不具合への対応、ユーザー目線に

立った迅速かつ確実な対応等を行うため、業務実施体制の更なる強化を進めるこ

と。 

 

(1) リコール技術検証業務の確実な実施 

 行政の検証依頼に対し柔軟かつ確実に対応すること。また、技術検証に当たっ

て、必要に応じ、車両不具合に起因した事故車両等の現車調査や実証実験を実施

すること。 

 

(2) 自動車の新技術への対応、ユーザー目線に立った迅速かつ確実な対応のため

の実施体制の強化等 

  高度化・複雑化する自動車の新技術や不具合への対応、また、ユーザー目線に

立った迅速かつ確実な対応等を行うために、以下のような措置を講じること。 

① これらの対応等を行うための業務実施体制の段階的な強化策について検討を

行うこと。検討に当たっては、技術スタッフの増強や施設整備を行うだけでな

く、所内研究部門の有する知見や、自動車検査業務を行っている自動車検査独

立行政法人の人員やノウハウ等の活用を含め業務の効率化を見据えた実施体制

を国土交通省と連携して検討すること。また、検証プロセス管理の推進や技術
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力向上の観点からもかかる実施体制を検討すること。 

② その他、新技術への対応や外国政府の関係機関における情報の活用等のため

の具体的な方策を検討し、これを実施すること。 

 

(3) 技術者の配置等 

リコールに係る技術的検証の適切な実施、技術力の向上に必要な人材の確保、

配置等に務めること。職員の評価制度により、職員の意欲向上を図ること。 

 

４．自動車の基準・認証国際調和活動、鉄道の国際標準化等への組織的対応 

 自動車の基準認証国際調和活動や鉄道の国際標準化活動等については、「新成

長戦略」（平成２２年６月１８日閣議決定）に基づく我が国技術の海外展開支援

として企業がより活動しやすい環境づくりや、「知的財産推進計画２０１０」

（平成２２年５月２１日知的財産戦略本部決定）に基づく次世代自動車や鉄道の

分野における国際標準化等の戦略的推進に対する社会的要請が高まっていること

を踏まえ、研究成果や技術評価・審査の知見を活用して、我が国技術に係る国際

基準・試験方法、国際規格等のより積極的な提案や、鉄道の国際規格への適合性

評価等を行うための体制整備の検討を進めること。 

 

(1) 自動車の基準認証国際調和活動への恒常的かつ組織的な参画 

① 研究の成果や審査の知見を活用した技術的支援 

  自動車基準調和世界フォーラム（UN/ECE/WP29）における我が国主張の技術的

支援を行う立場から、研究所職員を我が国代表として同フォーラムの各専門家

会議等に参加させ、国際基準や国際調和試験方法の策定・調和活動に積極的に

参画させること。 

 

② 車両型式認証に係る新たな国際相互承認枠組みの構築支援 

  同フォーラムにおける車両型式認証に係る新たな国際相互承認枠組みの構築に

向けた検討、審議に参加し、適切かつ有効な国際枠組みづくりに貢献すること。 

③ 更なる国際的リーダーシップ発揮のための体制強化と国際的人材の育成 

高度化・複雑化する自動車の新技術等に対応した新たな国際基準・試験方法案

の策定・提案に係る国内外のニーズの高まりに対し、基準策定支援研究の成果及

び審査方法の知見を活用して、我が国技術をベースとした新たな国際基準等の策

定等に係る国際的リーダーシップを組織的かつ戦略的に発揮していく観点から、

基準認証国際調和活動の技術支援体制の段階的な強化策について国土交通省と連
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携して検討を行うこと。 

また、かかる国際的人材の育成について具体的方策を検討し実施すること。 

(2) 鉄道の国際標準化の推進、国際規格への適合性評価に関する検討 

鉄道に係る基準策定支援研究の成果や技術評価手法に係る知見を活用して、鉄

道の国際標準化活動に参画し、我が国の優れた鉄道技術・規格の国際標準化の推

進（我が国鉄道技術・規格の国際規格化等）に貢献すること。また、当所の鉄道

の技術評価に係る実績、知見等を活用し、国際規格への適合性評価（認証）を行

うための体制を検討すること。 

 

Ⅲ．業務運営の効率化に関する事項 

１．横断的事項（少数精鋭による効率的運営を通じた、質の高い業務成果の創出

と効率的運営の両立） 

(1)研究部門、自動車等審査部門及びリコール技術検証部門の連携の強化 

 基準策定支援研究と行政執行事業とが同一組織内で併存・連携する特徴を活か

し、研究部門、自動車等審査部門及びリコール技術検証部門の連携により、新技

術の導入等に伴う業務内容の複雑化、高度化、業務量増加等に確実かつ効率的に

対応すること。 

 

(2)内部統制の徹底 

 内部統制（情報管理等を含む）について、法人の長のマネジメントの強化及び

そのための環境整備を行うこと。また、内部統制の強化にあたり、監事監査も有

効に活用すること。 

 

(3)広報の充実強化を通じた国民理解の醸成 

 研究所の活動について広く国民の理解を得るため、広報の充実強化を図るとと

もに、研究発表会、講演会、一般公開、シンポジウム等の開催、出版物の発行、

インターネット等による情報提供を積極的に進めること。 

 

(4)管理・間接部門の効率化 

管理・間接業務の外部委託・電子化等の措置により、業務処理の効率化を図る

こと。特に、一般管理費(人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び

特殊要因により増減する経費を除く。)について、中期目標期間中に見込まれる当

該経費総額（初年度の当該経費相当分に５を乗じた額。）を６％程度抑制すると

ともに、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、適切な見直しを
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行うこと。 

また、契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進に

ついて」（平成27年５月25日総務大臣決定）に基づく取組を着実に実施すること

により、契約の適正化を引き続き推進し、業務運営の効率化を図ること。 

 

２．各業務の効率的推進 

 (1) 研究業務の効率的推進 

 ① 研究課題選定・評価プロセスの透明性確保、研究課題の重点化等 

  行政が参画する研究課題選定・評価会議等における事前評価結果を課題選

定・実施に適切に反映することにより、研究の重点化を図ること。さらに、外

部有識者による研究評価委員会を開催し、客観的観点から評価を行うとともに、

重複の排除及び透明性の確保に努めること。 

 ② 研究の進捗状況の管理及び研究成果の評価 

研究を進めるに当たっては、その進捗管理及び成果評価を行うことで、効率

的かつ効果的な業務の実施に努めること。また、評価結果を課題選定・実施に

適切に反映すること。さらに、外部有識者による研究評価委員会を開催し、客

観的観点から評価を行うとともに、透明性の確保に努めること。 

 ③ 受託研究等の獲得と効率的研究業務の推進 

研究所の技術知見や施設・設備を活用し、自動車、鉄道及び航空等の安全の

確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保に係る基準等の策定に資す

る行政及び民間からの受託研究、受託試験等の実施に努めること。 

また、民間企業や公益法人、大学との連携等により、外部からの競争的資金

（科学技術振興調整費、地球環境研究総合推進費等）を戦略的に獲得し、研究

ポテンシャルの向上に努めること。 

研究課題選定や評価において人件費相当額等を含めた総コストを踏まえる等

により、職員へのコスト意識の徹底を図ること。 

また、業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特

殊要因により増減する経費を除く。）について、中期目標期間中に見込まれる

当該経費総額（初年度の当該経費相当分に５を乗じた額。）を２％程度抑制す

ること。 

さらに、受託試験・研究での活用等により、主要な研究施設・設備稼働率を

60％以上とし、研究施設・設備を有効に活用すること。 

 ④ 研究者の人材確保、育成及び職員の意欲向上 

 (ⅰ) 国土交通政策に係る研究ニーズを常に把握し、外部の人材活用を含め必
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要な人材の確保に努めること。国土交通政策に係る研究ニーズに的確かつ迅速

に応えるべく、行政との人事交流を行う等行政との連携を密に図りつつ、研究

者の育成に積極的に取り組むこと。 

 (ⅱ) 国土交通政策に係る研究ニーズに的確かつ迅速に応えるべく、行政との

人事交流を行う等行政との連携を密に図りつつ、研究者の育成に積極的に取り

組むこと。 

 (ⅲ） 幅広い社会ニーズに対応するため、職員の専門分野や履歴に十分に配慮

しつつ、専門分野を超えた他の分野への対応を含め、柔軟な人事配置を行う等、

人材の流動化を図ること。 

 (ⅳ) 研究課題選定・評価会議による評価結果を研究者の評価制度に反映させ

るなどし、研究者の意欲の向上と活性化を図ること。 

⑤ 知的財産権の活用と管理適正化 

  研究成果について、知的財産権の取得目的の明確化を図りつつ、知的財産権

の取得を促進し、適切な管理に努めること。 

 

（2）自動車等の審査業務の効率的推進 

調布本所と自動車試験場にまたがって実施する業務について、職員の適切な配

置及び審査内容の重点化等を行うことにより、業務運営の効率化をより促進する

こと。 

 

３． 外部連携の強化 

（1) 研究連携の強化と産学官連携の促進 

 関連する研究を実施しておりかつ研究所の有しない知見等を有する民間、大学、

公的機関等の研究機関（以下「関連研究機関」という。）との連携について、高

度化・複雑化する技術基準等へ的確に対応する観点から、技術基準の策定等を行

っている独立行政法人としての中立性に留意しつつ、分野横断的な研究など連携

によりシナジー効果が期待できる研究課題に対し、共同研究等を通じた知見・技

術の活用や人的交流を積極的に行うなど連携強化を図り、もって研究業務の効率

的かつ効果的な実施に努めること。さらに、産学官の共同研究への参加、産学官

の情報交換等を通じ産学官の連携を促進し、研究の効率的かつ効果的な推進を図

ること。 

 さらに、産学官の共同研究への参加、産学官の情報交換等を通じ産学官の連携

を促進し、研究の効率的かつ効果的な推進を図ること。 
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(2) 諸外国の関係機関との研究連携の強化 

 国際共同研究、国際技術協力、国際学会での発表等の国際活動を推進すること。

また、諸外国の試験・研究機関との連携の強化を図ること。 

 

(3) 自動車等審査に関する国際的な連携の強化 

 基準認証国際調和活動へ貢献するとともに、諸外国における審査体制・方法の

調査を通じ得られた知見を、審査に活用すること。 

 

 

Ⅳ．財務内容の改善に関する事項 

 中期目標期間における予算、収支計画及び資金計画について、適正に計画し健

全な財務体質の維持を図ること。 

 特に、運営費交付金を充当して行う事業については、「２．業務運営の効率化

に関する事項」で定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予

算による運営を行うこと。 

 

Ⅴ．その他業務運営に関する重要事項 

(1)施設及び設備に関する事項 

業務の確実な遂行のため、研究・審査施設の計画的な整備・更新を進めるとと

もに、その有用性、必要性についての検証を含め、適切な維持管理に努めること。 

 

(2)人事に関する事項 

 給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員

給与の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその

適正化に計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものと

する。 

 また、総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革

の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７ 号）に基づく平成１８年度から５

年間で５％以上を基本とする削減等の人件費に係る取組を23年度も引き続き着実

に実施するとともに、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直す

ものとする。 

  

(3) 自動車アセスメント事業の移管準備 

 現在、独立行政法人自動車事故対策機構で実施している自動車アセスメント事
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業について、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１

２月７日閣議決定）を踏まえた移管及びかかる体制整備の検討を行うに当たって

は、国土交通省及び関係機関と連携し、交通安全環境研究所の人員や知見を最大

限活用しつつ、事業の質の維持・改善、事業全体の効率化、トータルコスト削減

につながる実施手法・体制を検討すること。 

 

 


